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はじめに
抑止とは、自分にとって望ましくない行動をとろうとする相手に対して毅然と対
処する意思と能力を伝達することで、相手がそのような行動を実行に移さないよう
未然に思いとどまらせることである。また強要はそれとは反対に、自分にとって望
ましい行動を相手がとるように強いることである 1。武力行使に至ることなく威嚇に
よって目的達成を企図する抑止や強要の作用メカニズムは必然的に認識に依存する
ものであるから、相手方がどのようにこちらの意思と能力を評価しているかが脅し
の信頼性において決定的に重要である。そのような相手方の認識は、現在時点での
こちらの宣言政策や軍事態勢のみならず、過去の行動実績によっても影響されうる。
本稿では、他章での抑止および強要の議論に示唆を与えるものとして、過去の出来
事に基づく「評判（reputation）」という概念を検討する。まず簡単に概念の定義と
重要性について説明したうえで、これまでの先行研究を俯瞰し、今後の課題につい
て考えることとしたい。

1. 評判の定義と意義
国際政治学における評判とは、ある行為主体の過去の行動に基づいて形成される、
その主体の何らかの特徴に関する集合的認識である 2。これは一般的な意味での漠然
とした好感度のようなものではなく、国家間の交渉において重要な「決意（resolve）」
や「能力（capability）」といった特定の変数に関する評判を指して用いられる。評
判は客観的な事実ではなく認識の産物であり、ある者の評判はその者自身が所有す
るものではなく他者が抱くものであるという意味では間主観的である。遠い過去に
根付いた評判が合理的な一般化の範疇を超えて持続する可能性もあるため、評判は
正確であるとは限らない。とはいえ、他国の決意や能力についての評価は常に不透
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武力行使も辞さない強硬姿勢を示したとすれ
ば、その前例によってXは強い決意を有する
という評判が形成され、それ以降XはYのみ
ならず第三者のZからも挑戦を受けにくくな
る。逆に妥協的な対応を見せればそれは弱腰
であると受け取られてしまい、将来的にさら
なる挑戦を惹起するリスクを負うことになる。
シェリングはこの論理に着目し、「実際に行
動を起こすという評判は、そのために戦う価
値のある数少ないものの1つである」とまで
述べている 4。
当時、軍事的に拮抗した米ソという超大国
の間で相互確証破壊が所与の現実として受け
入れられると、わずかな能力の差よりも、武
力行使に踏み切るか否かという政治的決意の
問題が前面に押し出されることとなった。例
えばベトナム戦争に至る米国の意思決定過程において、ベトナムに介入しなければ
米国の反共コミットメントの信頼性が失墜し、地域諸国が一挙に共産化してしまう
という「ドミノ理論」が大きな影響力を持ったのは、決意の評判を守るために武力
行使に踏み切った古典的な事例としてよく議論に挙がる。またベルリンやキューバ
での危機においても、共倒れとなる核戦争のリスクを恐れずより強い決意を示した
側が相手から譲歩を引き出すという「チキンゲーム」の様相を呈していた。こうし
た状況では、「決意が試されているととらえられるがために、しばしば小さな問題
が大きくのしかかってくる」のである 5。決意の評判は極めて直感的な論理であるが
ゆえに、冷戦期の議論ではなかば無批判に受け入れられてしまいがちであった。
しかし冷戦の終結とともに、そうした見解に疑問が投げかけられることになる。
例えばマーサーは、評判の形成過程における認知バイアスの影響に着目し、自らに
とって望ましい決意の評判を獲得することはできないし、そのために戦うのも無駄
であると厳しく批判した 6。特に重要なのは拡大抑止の文脈における根本的帰属錯誤

1962年のキューバ危機において、テレ
ビ演説を通じて米国の決意を伝達する
ケネディ大統領（ゲッティ／共同通信
イメージズ）

明性・不確実性がつきまとう困難な課題であるため、限られた情報の中でその国の
過去の行動を1つの指標とすることは必ずしも抑止論における基本的な合理主義を
逸脱するものではない。
ここに抑止と強要をめぐる国家間の交渉における評判という概念の重要性を見出

すことができる。すなわち、国際危機において相対する国家は、互いの決意や能力
について白紙ベースでシグナルを送り合うわけではない。その危機に至るまでの年
月に蓄積された既存の認識に基づきバーゲニングが発生するのである。無論、これ
は過去の評判が必ずしも決定的要因であるということではない。重要なのは、現在
時点で国家の送るシグナルが過去に形成された評判というレンズを通じて相手方に
受け取られるということである。例えば、よく知られた確証バイアスや一貫性バイ
アスの影響に鑑みれば、ある国家の送るシグナルがその国の評判に沿うものである
か、あるいは反するものであるかによって、そのシグナルの有効性が一定でないこ
とは想像に難くないであろう 3。特に、懲罰的拡大核抑止の文脈などでは「米国がベ
ルリンのためにロサンゼルスを犠牲にする覚悟を持っているか？」というような検
証の難しい極端な政治的決意の問題となるため、拡大抑止を提供する国がどれほど
のリスクを許容するのかを挑戦国が推し測るうえで、その国の過去の行動パターン
に基づくイメージ、すなわち評判が大きな影響を及ぼす。こうした意味で、評判は
抑止・強要の作用を分析するうえでの重要なコンテクストを提供する変数といえる。

2. 評判研究の変遷
評判に関する研究は、おおよそ3つの期間に整理することができる。古典抑止論
の文脈における第1期（冷戦期～1990年代）、古典的見解の見直しに特徴付けられ
る第2期（1990年代～2000年代）、そして実証研究の積み上げが加速してきた第3

期（2010年代～）である。以下、その流れに沿って先行研究を概観する。
国際政治学における他の多くの理論や概念と同じく、評判に関する研究も現実の

国際政治の時流を多分に反映したものであり、東西冷戦の文脈の中で特に重視され
るようになったのは決意の評判（reputation for resolve）であった。その基本的な
ロジックは単純なものである。ある過去の危機においてXがYによる挑発に対して
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こうした理論的争点が浮き彫りになる一方で、実証面でも研究者らの見解は一致
を見なかった。評判の肯定論者も否定論者も、それぞれ一見すれば妥当な歴史的事
例を援用し、どちらの見解も他方を完全に否定するには至らなかった。この時期の
議論の問題点としては、そもそも評判という複雑かつ多面的な変数について包括的
に肯定することも否定することも困難であるということが指摘できる。国際政治に
おいて評判が存在するのか、あるいは意味のある影響を及ぼすのか否かという根本
的な問いに答えるには、それをより細分化した形で、評判が「どのような条件下で」
影響を持つのかという問いに取り組む必要がある 10。
主に2010年代以降、この問題意識に基づく実証研究が盛んになってきた。方法

論的には、上述のマーサーやプレスのように、伝統的に定性的な事例研究が主流で
ある。評判という概念の性質を考えれば、一次資料・二次資料に依って時の政策立
案者らの認識を精査する手法が用いられるのは自然であろう。例えばヤヒマイロは、
そうした外交史的なアプローチでカーター政権、レーガン政権、クリントン政権が
それぞれ自らの決意の評判をいかに意識して政策決定を行ったかを詳細に分析し
た 11。またハーヴェイとミトンは上述のマーサーやプレスの議論を批判したうえで、
米国が1990年代から2000年代にかけて東欧および中東での紛争を通じて獲得した
決意の評判が、2010年代のシリアに対する抑止と強要に影響を及ぼしたものと論
じている 12。さらにラプトンは、冷戦期のフルシチョフ首相に対するアイゼンハワー
大統領とケネディ大統領の関係を事例とし、国家の指導者らの言動によって個人レ
ベルでの決意の評判が得られる（あるいは失われる）と結論している 13。
しかし評判研究の方法論は事例研究にとどまることなく着実に多様化し、因果推
論の基準もより厳格になりつつある。例えばチャンは、中国が周辺諸国への強制を
試みるうえで決意の評判に関する懸念が多大な影響を及ぼしているものと結論して
いるが、資料分析だけでなく政策担当者らへのインタビューを重ねて論拠としてい
る 14。またウェイジガーとヤヒマイロは、定量分析によって決意の評判の影響を初
めて確認した 15。国際政治学の定量分析で一般的に利用されている「国家間軍事紛
争データセット（Militarized Interstate Disputes: MIDs）」を用い、過去の危機で強
硬姿勢を示した国がそれ以降挑戦を受けにくくなるというシンプルな仮説が統計的
に有意であることを示している。状況が異なれば利害や決意も変わるため評判は意

の影響である。すなわち、人間は自分が望ましい行動を取るのは自分の内在的性格
が良いからであり、自分が望ましくない行動を取るのはその状況下でやむを得なかっ
たことであると考える傾向にある。対して、他者が望ましい行動を取るのは外的要
因（あるいは自分の働きかけ）によるものであり、逆に望ましくない行動を取るの
はその者の内在的性格が悪いからであると思い込みがちである。例えばXがZに拡
大抑止を提供している場合、Zは自分にとって望ましいＸの行動（ＸがZを守るた
めに行う政策）が外的要因（ＸにとってのZの経済的価値など）によるものである
と考えるため、Ｘは内在的に強い決意を有するという評判を得ることができない。
逆に、ＸがZを守らないというZにとって望ましくない行動を取った場合は、Zは
その原因がＸの内面的な弱さにあるとみなす。つまり、いずれにしてもＸは決意が
弱いという悪い評判を押し付けられることはあっても、決意が強いという良い評判
を得ることはできない、ということになる。
また、こうした心理学的アプローチとは異なるリアリスト的観点からプレスは、

ある国家が他国の行動を予測するうえで決定的な要因は、その時点でのパワーバラ
ンスと、その特定の状況における係争利害であり、その国の過去の行動やそれに付
随する評判ではないと論じた 7。言い換えれば、脅しの信頼性とはその時々の状況
（situation）によって決まるのであり行為者の気質（disposition）によるものではな
い、という主張である。タンはこれらの批判的研究を総合し、過去の行動に基づい
て将来予測が行われることはないため、政治指導者らが自らの決意の評判について
懸念するのは非合理な「カルト」に過ぎないと言い切っている 8。
この時期には、これらの批判に応えるかたちで評判の概念的・理論的整理を試み

たヒュースや、マーサーの論理展開に疑問を投げかけたコープランドなど、理論的
な議論が活性化した 9。例えば上述のマーサーの論理展開では、評判の形成過程にお
いてZがいかに「自分」と「他者」を定義するかによって、導かれる結論が異なっ
てくる。マーサーはZがＸを「他者」として認知するものと想定しているが、その
確たる根拠は提示されていない。例えばＸとZが長期の同盟関係にある場合、Zが
同盟国であるＸを同じチームの一員たる「味方」として認識し、仮想敵国のYを「他
者」として認識すれば、ＸはZの認知バイアスの悪影響を逃れて決意の評判を獲得
することができるかもしれない。
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点の現状を検討する。
まず、評判の存する主体が国家か個人かという問題は根強い。これは各研究で用
いられる方法論とある程度相関しており、定量研究ではデータセットの分析単位と
なっている国家を対象とするのに対して、事例研究では政治指導者を対象とする傾
向にある。もっとも、これらの研究は相互に矛盾するわけではなく、国家の評判と
指導者個人の評判が併存しているという見方は当然可能である。例えばラプトンは
明示的に個人レベルでの評判の分析を行っているが、国家レベルの評判についても
否定していない 21。米国を例にとれば、必要であれば武力行使も辞さないという国
家レベルの決意の評判とは別に、個人レベルで時の大統領の決意の評判にバラつき
が生じたとしても不自然ではないだろう。国家と個人の2つのレベルで評判が併存
しているとすれば、両者がどのように相互作用を及ぼすのかより明示的に議論され
ていく必要がある 22。
また、評判の持続期間についても不明な点が多い。端緒となった過去の出来事か
ら時間が経過するにつれて評判が弱まっていくものと想定するのが一般的であるが、
単純に線形的に弱まっていくのか、あるいは何らかの曲線を描いて弱まっていくの
かは定かでない。また、重要な分析対象となる大国およびその指導者らは、大きな
国際危機には至らずとも、絶えず何らかの外交政策に従事している。とすれば、継
続的なプロセスとして評判がどのようにアップデートされていくかも重要な論点と
なる。上で述べたように、白紙ベースで認識が更新されていくのは現実的な想定と
はいえず、過去の評判と現在の出来事の間でいかなる相互作用が発生するのかも今
後の研究で積極的に議論されていくべきであろう。
最後に、何に関する評判かという問題もある。1990年代に決意の評判が注目を

集める一方で能力の評判（reputation for capability）については研究が進んでいな
いことが指摘されていたが、これは今日でもほぼ同様に当てはまる 23。政治的意思
と軍事的能力が威嚇による強制の両輪であるとすれば、決意だけでなく能力に関す
る評判も劣らず重要であろうし、軍事力が決意と同じく極めて測定の難しい変数で
あることに鑑みれば、実際の軍事力の試金石となる戦争を通じて能力の評判が形成
されるという仮説は容易に成り立つ。特に、定量比較が可能な軍事予算額や軍事ア
セットの数などとは異なり、平時には直接観測することができない軍の組織効率や

味を成さないという上述のプレスの見解とは異なり、過去の行動がその文脈を離れ
て一般化され、評判としての影響力を持つという根拠を提供する結果である。また
セクサーは強要の事例のみを抽出した独自のデータセット（Militarized Compellent 

�reats: MCT）を用い、国家は将来的にさらなる挑戦を受ける可能性が高いと判
断した場合に、決意の評判を守るため強硬姿勢を選ぶ傾向にあると論じる 16。
さらに政治学全体の潮流を反映する形で、評判の形成過程におけるミクロ基礎を

明らかにすることを目的とした心理学的な実験手法も盛んになりつつある 17。評判
という研究分野における実験手法のポテンシャルは比較的早い段階から認知されて
おり、例えばティングレーとウォルターは被験者のペアを反復的抑止ゲームに参加
させ、決意の評判が徐々に形成されていくことを確認した 18。決意に関する基盤的
研究を行ったカーツァーは、評判に関する懸念が武力行使に関する意思決定を硬化
させる効果を持つという実験結果を得ている 19。また上述のラプトンも事例研究と
実験を組み合わせたリサーチデザインを採用し、政治指導者が就任初期に発する声
明によってその人物の決意の期待値が設定され、その後の実際の行動と相互作用し
てアップデートされていくというモデルを実験的に確認してから歴史的な事例研究
に応用するという手法を取っている。最後に、単純なサーベイ実験にとどまらない
例として、ゴールドフィンらはコンジョイント分析を利用して特定の国内政策が外
交政策に波及する評判を形成し得るという可能性を示唆する 20。

3. 評判研究の課題と展望
こうした近年の研究の積み重ねが示唆するところでは、抑止と強要をめぐる国家

間のダイナミクスにおいて評判が重要な影響を及ぼし得るという肯定論の方が有力
となっているというのが妥当であろう。近年の評判研究の根底にある問題意識につ
いてすでに上で述べたとおり、評判について肯定するか否定するかという単純二元
論的な問いはもはや訴求力を失っている。しかし、近年の評判研究が意図的に切り
口を限定して分析を行っていることの代償として、評判という複雑な概念の総体が
見えにくくなっていることもたしかであり、理論的な適用範囲を明確にした地道な
研究の蓄積を続けていくことが求められている。以下では、評判に関する大きな論
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